
労務費の適切な転嫁のための価格

交渉に関する指針

受注者からは
価格転嫁って
言い出すのは
難しい….

発注者との
今後の取引に
影響が出たら
嫌だなぁ…

以前の交渉で、
詳細な説明と
資料の提出が
求められたん
だよなぁ…

転嫁指針を活用して、勇気をもって
価格交渉を申し入れてみませんか？

内閣官房及び公正取引委員会

内閣官房及び公正取引委員会が公表した本転嫁指針には、原材料費、
エネルギー費、労務費上昇分の適正な転嫁を促すため、価格交渉用の
様式例（テンプレート）が付いています。多くの事業者が活用中。
詳細は裏面をチェック！

上記の様式例の使い方や
公正取引委員会、中小企業庁
による説明動画を掲載！



価格交渉様式例（テンプレート）

パートナーシップ構築宣言ポータルサイト

発注者・受注者・双方が採るべき行動／求められる12の行動指針

【発注者として採るべき行動／求められる行動】

行動①本社（経営トップ）の関与

行動②発注者側からの定期的な協議の実施

行動③説明・資料を求める場合は公表資料とする

行動④サプライチェーン全体での適切な価格転嫁

行動⑤要請があれば協議のテーブルにつく

行動⑥必要に応じ考え方を提案する

【受注者として採るべき行動／求められる行動】
行動①相談窓口の活用

行動②根拠とする資料
最低賃金、春季労使交渉等の公表資料を活用

行動③値上げ要請のタイミング

行動④公表資料を活用して自ら希望する額を提示

【双方が採るべき行動／求められる行動】
行動①定期的なコミュニケーション

行動②交渉記録の作成、発注者と受注者双方で保管
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